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はじめに

西ドイツ建国から1950年代を通して,ドイツ社会民主党(SPD)けアデナウアー首相率いるキ

リスト教民主・社会同盟(CDU/CSU)に連邦議会選挙の度l;水をあけられていった。 1957年選

挙ではSPDが31.8%Iこ止まったのに対し, CDU/CSUは50.2%を獲得したO単一会沢で連邦議

会の単独過半数を超えたのはこの時が唯一であり, SPDは「万年野党」を運命付けられたかの

ようであった。

しかし,周知のように1960年代に入ってSPDは政権政党へ飛躍してゆく。この過程において,

1957年選挙後の「一連の党改革」と1960年の防衛政策の転換が重要な役割を果たしていたこと,

「一連の党改革」の二本柱として1958年シュトゥットガルト党大会で実規した党組織改革と1959

年の戦後初の基本綱領(ゴーデスベルク綱領)の制定を挙げることに異論はないだろう。

本稿では紙数の制約上, 「一連の党改革」のうちゴーデスベルク綱領制定過程については別稿

の課題とし, 「1958年の組織改革,およびそれと結びつけられた人事の決定,またその帰結であ

るSPDの『議会主義化Jは,その意義においても効果においても,いくら評価してもしすぎる

ことはない(1)」と位置付けられている「1958年改革」に限定して,議論を展開する。

「1958年改革」で何がどう変わったかについては本論で詳述するが,その帰結が「議会主義化」

という概念で現されているように,一般に「1958年改革」は,連邦議会議員団を中心とする「改

革派」が「党官僚」を打倒した画期と把握されてきた(2)単純化しすぎるとの誹りを恐れず図

式的整理を試みれば,議員団を中心とする「改革派」とは,選挙の敗北に敏感に反応し,戦後の

社会変動に対する自己変革能力と実効的な政策立案能力を持ち, 1960年代に入ってSPDを発展

させてゆく党改革推進勢力である。対する「党官僚」は,度重なる選挙敗北にも関わらず戦前の

伝統に固執し,党改革に反対して停滞的指導を行い続け, 1950年代の沈滞からspDを解放でき

ない旧守派・伝統主義者達である。

「1958年改革」を実現する「改革派」の中心人物として連邦法会議員団を率いるカルロ・シュ

ミット,フリッツ・エルラー,ヘルベルト・ヴェ-ナ-の「トロイカ」があげられ,党改革に抵

抗して「改革派」に敗北してゆく「党官僚」の頂点に伝統主義者のシンボル的存在としてエーリ
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ヒ・オレン.ハウア-党首が通常位置付けられている。これを期にオレンハウア-は「死に体」

「名目的党首」になったとされ, SPDを発展させてゆく党改革全体に対する彼の貢献など評価の

対象とならない。

わが国の研究も,基本的に上のような「改革派」対「党官僚」という対立図式を前提とし,

「改革派」が「党官僚」を打倒してゆくプロセスとして「1958年改革」を捉えてきた。たとえば,

1957年連邦議会選挙後「議員団が優勢になり始め(3)」,シュトウツトガルト党大会での「一連の

人事は,改革派と党本部の党エリートとの力関係が変化したことを明らかに示していた(4)」,

「シュミット,エルラー,ヴェ-ナ-は連邦議会議員団を率いて,戦前の伝統を墨守する党執行

部の改革を,ついに58年党大会で実現した(5)」, 「議員団のリーダーシップを握ることによって,

それをいわば保塁として,改革派は党の実権を掌超していく(5)」と書かれている。

「1958年改革」が重要であったこと, 「党官僚」が集団としては1957年選挙後力を失ってゆくこ

と,また連邦議会議員団が党改革に重要な役割を果たしていたこと,その大きな流れの把握に筆

者も異論はない。しかし本稿で問題としたいのは, 「1958年改革」に関わる従来の研究では,

「1958年党大会に至る過程」についての詳細な分析が不十分なまま(7) 「1958年党大会で実現し

た改革」にスポットライトが集中する傾向があったということである。その結果, 1958年シュト

ウツトガルト党大会に至る全過程が,勝利する「改革派」 (シュミット,エルラー,ヴェ-ナ-)

対敗北する「党官僚」 (オレンハウア-)という二項対立的な枠組みの中で単線的に把起されて

きた。

本稿では以上のような研究状況を踏まえ,これまでなおざりにされてきた1957年9月選挙敗北

から1958年5月シュトウツトガルト党大会に至るSPDの組織改革をめぐる党内政治過程の分析

が試みられる。このプロセスを詳細に分析することに意味があるのは,それによって,上記のよ

うな「改革派」対「党官僚」という二項対立図式で「一連の党改革」の実現を把握することの問

題点が摘出され, 「一連の党改革」が成功裏に実現してゆく過程と理由を考察する際に,これま

でとは異なる分析視角を提供できると考えるからである。

1 1957年選挙後の「改革派」の台頭

(1)「党官僚」と「改革派」の構造的対立

SPDの最高機関は党大会であったが,党大会で選ばれる党幹部会が次の党大会までSPDを指

導する全権を撞っていた。党幹部会は1948年党大会以来30人で構成されて1958年党大会に至った

が(8)実質的には二つのグループに分かれていた。一つは有給党幹部会員集団(9)で,彼らはボ

ンの党本部にいて党務全般を取り仕切り,実質的な決定を行っていたが,党内に彼らを監視した

り制御できる機関は何もなく, 「決定と執行の分離」など実質的に存在していなかった。

-　2



残りの党幹部会員は無給党幹部会員と呼ばれ,連邦議会議月や地方組織の有力者が名を連ねて

はいたが,党本部における発言権は極めて限定されており,党本部で平均月1度開催される党幹

部会全体会議に陪席を許されるだけの存在であった。無給党幹部会員については定員より若干多

レナ候補が党大会に提案され,落選者が数名出るが,有給党幹部会月は競争選挙でなく,定員と同

数の候補者リストが追認されて選ばれていた。

そして,党規約で明確化されていたのではないが,連邦議会議員団との関係について有給党幹

部会員集団の中では以下のような申し合わせがあったO党首は議員団長を,党副首は副議員団長

を兼任する。しかしこの「人事結合」を例外として,他の有給党幹部会員は連邦議会議員とはな

らず,ボンの党本部にあって党務に専念するというのであるOこ中土,オレンハウア-党首兼議

員団長,メリエス副党首兼副議員団長を先頭に立て,有給党幹部会員集団が連邦議会議員団をコ

ントロールするという「党幹部会の優位」を主張した人事システ・Lであった。実態はともかく,

有給党幹部会員集団はSPDの伝統を踏まえて「党幹部会の優位」を主張し,それゆえに党組織

改革に敵対的姿勢をとり続けていた。

ただ,議員団が徐々にその中に各政策分野の専門家集団を形成していったのに対し(10)有給

党幹部会員(II)は必ずしも全員が担当分野における卓越した党内専門家として酎巨してはいなか

ったし,実際の管轄は極めて暖味であった。たとえば,ハイネは報道・宣伝を担当していたが,

戟後社会において変化の著しか?たメディアやプロパガンダに関する最新のノウハウを身につけ

た専門家には程遠い伝統的党官僚であり,党務全般に関わっていたがゆえに,超多忙で報道・宣

伝に専念できなかった。

1957年選挙のSPDの敗北は,多分に宣伝の敗北であったが,ハイネはその責任を負おうとせ

ず,地方の活動家や社会民主党系ジャーナリストの無能と怠慢を責めており,特に反感を買って

いた(12)連邦議会議貝は選挙や議会活動を通じて日常的にSPDの外の世界と交渉し,それを通

じてSPDの危機を実感せざるを得なかったのに対し,ボンの党本部に鎮座する有給党幹部会の

専従党官僚は,外の世界とのつながりを失って.閉鎖的な特権集団化する傾向が生まれていたの

である。

以上に説明した党幹部会の組織構造から,その二重構造と選出方法,有給党幹部会員の地位と

権限に不満を募らせ,これを改める党組織改革を求める「改革派」が議員団を中心に形成され,

「党官僚」との対立が構造化されていったのである。

(2)「トロイカ」の形成と戦略

1957年選挙敗北後の党改革を実現してゆく「改革派」の核としてあげられるのは,エ!レラー,

シュミット,ヴェ-ナーの「トロイカ」である。この三人は,いずれも1945年以前はspDの党
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貞ではなかったという共通点はあったものの,出自や文化的バックボーンは対照的と言っていい

くらい異なっていた。

シュミット(1896年生)は戦後になって初めて政党政治の世界に身を投じ,西ドイツ基本法制

定にあたって中心的な役割を果たして令名を高くした大学教授であった。彼は,伝統的な労働者

運動やそのミリュ-からは縁遠いところで精神形成をした,教養市民層の系譜に連なる知識人で

あり,知識人層にSPDの支持を広げたいというシューマッハ-の庇護を受けて短期間に台頭し

た。彼の知的能力は党派を超えて高く評価されており, SPDの外においては最も人気の高い

spDの政治家であったが, 「地元サービス」的な党活動を好まぬ性格は,伝統主義的な一般党員

との溝を深くしていた(13)

エルラー(1913年生)は「新規まき直し」 (NeuBeginnen)に属し,ヴェ-ナ- (1906年生)

は共産党の幹部と,この二人は若くして社会主義運動に身を投じ,どちらも当時のSPDより左

の党派で反ナチ抵抗運動に挺身した。しかし戦後は,エルラーが1953年後の党改革論議に見られ

るように,歯に衣を着せぬ党指導部批判を恐れなかったのに対し,ヴェ-ナ-は党指導部を敵に

回すことを慎重に避けていた。ヴェ-ナ-は1953年選挙後のエルラーとシュミットの党改革運動

には冷淡で,同調しなかった。

ェルラーはSPD再建期,シュミットが委員長を務めた大支部(14)南ヴユルテンベルクで活動を

始めて以来,シュミットと懇意な関係にあった。この二人はかねてから党改革に熱心のあまり,

どちらかというと党指導部によって冷遇されてきた「右派」の「改革派」であった。これに対し

てヴェ-ナーは党指導部と事を構えず, 「左派」の信頼を集めていた実力者であって, 「改革派」

のリーダーと見なされていたわけではなかった。

しかし1957年選挙後に行動を起こすことを決めていたシュミットは, 「左派」に強い影響力

を持つヴェ-ナ-の協力が得られなければ, 「100年になる党の伝統との断絶」と党内から反発の

出かねない党組織改革の成功はおぼつかないと確信していた。そこで彼は確執のあったエルラー

とヴェ-ナ-の関係修復に尽力し, 3人の協力関係が形成されていった。彼らは, 1957年選挙敗

北後のSPDの再生のた捌二は,党幹部会と連邦議会議員団を一体化する党組織改革が必要との認

識において一致したのである(15)

連邦議会選挙の大敗に対する第-反応として,オレンハウア-は基本綱領早期制定に強い意欲

を示していたが(16)組織改革については当初,極めて消極的であった。有給党幹部会員と無給

党幹部会員との区別についても,党務に専念する有給党幹部会員なくしてSPDは立ち行かない

と述べ,党指導部組織を変えることには否定的であった。

このようなオレンハウア-の姿勢に反発して, 9月25日の党幹部会拡大全体会議でハインツ・

キューン(後のノルトライン・ヴェストファーレン州首相)は,オレンハウア一に加えて二人の
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平等同権の党首を置き,三党首体制を取るべきであると提案した。キューンが名前を挙げたのは

シュミットとヴェ-ナ-であり,この二人はそれぞれ異なる層をspDに引きつけるのに貢献す

ることが期待できるというのである。また,左派色の強い大支部(Bezirk)南ヘッセンを率いて

いたビルケルバッハは,従来の有給党幹部会員と無給党幹部会員の二区分の廃止を要求した。こ

のような提案が出てくること自体,選挙敗北後の党改革論議はオレンハウア一にとって由々しき

事態になることが予想された(17)

(3)連邦議会議員団執行部選挙

エルラーとシュミットの地元である大支由ジュートヴェス.トは「改革派」の牙城となっていた

が, 1957年10月19E]に開かれたこの大支部の党幹部会では,.この3 H後に予定されていたSPD

連邦議会議員団の新執行部選挙への対応が話し合われていた。

議員団執行部の構成かどうなるかについては,この大支部を率いてい1=シェトレ(18)自身が鏡

を振る立場にあった。というのは, 1953年選挙後,オレンハウア-とメリエスの「人事結合」に

加えて有給党幹部会に属さない副議員団長が1人置かれることになり,これにシェトレが選ばれ

ていたからである。そして,オレンハウア-は1957年選挙後も「人事結合」原則の堅持を前提と

して,オレンハウア-,メリエス,シェトレの三人体制を継続するつもりであった。しかし,シ

ェトレは10月19日の大支部ジュートヴェストの会議で,メリエスと副議員団長を分かち合うつも

りはなく,いかにオレンハウア-が強く要請しても副議員団長の再選は固辞すると述べていたの

である。

有給党幹部会貞が強い決定権を行使する党組織は今こそ改められなければならないと,シェト

レはこの日の会議で「改革派」の組織改革要求の実現を強く支持した。彼の副議員団長再選固辞

の意図は,それによってオレンハウア-の書いたシナリオを狂わせ,議員団執行部選挙に実質的

な競争選挙を導入することによってメリエスを落選させて「人事結合」を崩し, 「改革派」が進

めようとした党組織改革-の突破口を開くことにあった(19)

シェトレをエルラー筆と並べて「改革派」に数える見解は一般的ではないが,オレンハウア-

より若干年長で,シューマッハ-の同輩として党内に重きをなしていたシェトレの「改革派」合

流は,党改革の帰趨に少なからぬ影響を与えることになる。・ 10月22日に開かれた議員団執行部会

議で, 3日前の「反乱計画」通りに,シェトレは「新しい発展を妨げないようにするため」とし

て副議員団長の再選を国辞した。Aこれによって,シェトレと抱き合わせでメリエス再選を決めよ

うとしたオレンハウア-の計算は狂った。続いてエルラーはオレンハウア-の固執する「人事結

合」はSPDの発展にはつながらないと批判し,シュミットとヴェ-ナ-もエルラーの議論をバ

ックアップして連帯を誇示した。
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オレンハウア-は,副議員団長ポストをシェトレとメリエスに加えて3名追加して(「トロイ

カ」を当てるつもりであったと推察される)計5名にするという妥協案を提示したが,シェトレ

・は固辞を続け,この提案は9対7で否決された。この後,エルラー,シュミット,ヴェ-ナ-の

三人を副議員団長にするという動議が賛成11,反対1,その他は棄権で採択されたが,オレンハ

ウア-はなおも「人事結合」と副党首の名誉を救おうとして, 4番目の副議員団長としてメリエ

スを加えるように主張し,この日の議員団執行部会議は決着が付かずに終わった。

この問題は10月30日の新しく選ばれた議員団総会の場に持ち越され, 「改革派」の目論見通り,

民主的に全議月の投票で議員団執行部を選ぶという方法が採られた。オレンハウア-自身は156

票中134票を得て議員団長に再選されたものの, 3人置かれることになった副議員団長はシュミ

ット(131票),ヴェ-ナー(no票),エルラー(101票)の「トロイカ」が独占し,メリエスは

72票で落選の屈辱を昧わされたのである(20)これは確かにオレンハウア-の「敗北」であった

が,本稿で重視したいのはこの「敗北」に対するオレンハウア-の対応であり,それについては

章を改めて論ずることにしたい。

2 1958年の党組践改革の実現

(1)「7人委員会」の設置-オレンハウア-の「転向」

選挙敗北後, 『フォアヴェルツ」に掲載された投書も含めて,様々な個人や支部からボンに意

見が寄せられていた(21)それらのほとんどは,有給党幹部会員制に批判的な観点からの組織改

革にかかわる提案であった。選挙後のオレンハ19ア-の第一反応は「今こそ基本綱領を」であっ

たが,党内世論の大勢は組織改革を緊急の課題と認識していた。

組織改革提案の多くに共通していたのは「政治(Politik)と管獲(Verwaltung)の分賂」であ

った。これは戦後spD再建以来,党本部にあって「決定と執行」を一手に掌握し続けていた有

給党幹部会員の閉鎖的集団,特に連邦議会に議席を持たない専従党官僚から「政治指導と決定」

の権限を奪うべきであるという要求であった。 「政治と管理の分離」は,かつて1953年選挙敗北

後エルラーが提起した要求であったが,その時は「決定と執行の分離」という「ブルジョワ民主

主義の原理」を党組織運営にも適用すべきという議論で伝統的なspDの組織原理にはそぐわな

いと批判され,葬られたのである(22)

しかし,今回は多くの個人,また地方組織から口裏を合わせたかのように「政治と管理の分

離」が掲げられ,人事の刷新軍求がそれに伴っていた1953年選挙後はエルラーが孤立したが,

1957年選挙後は有給党幹部会員集団が劣勢に追い込まれていた。オレンハウア-指導部に全幅の

信頼を寄せる声がなかったわけではないが, 「改革派」昼相当数の地方組織を引き寄せていたの

である。
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前章3節で検討した10月30日の選挙結果は,このような広範な党内世論を背景にしたオレンハ

ウア一に対する警告であっキO連邦議会議月団執行部の人事は「改革派」のより大きな目標に向

けての一歩に過ぎず,彼は自らが容易ならざる状況に置かれていることを悟らざるを得なかった。

有能な党員ジャーナリストでオレンハウア-の信頼の厚かったフリッツ:ゼンガ-は, 「改革

派」の批判の集中砲火を浴びていたハイネについて,彼が勤勉な党官僚であることを認めながら

ち, 「ハイネはあまりにロを出しすぎる」 「われわれを馬鹿だというなら,全部ハイネが自分でや

ればいいじゃないか」という手紙を彼に寄せた佃問がいたことを紹介し,ジャーナリストを操作

しようとするのでなく,情報を与えて自由に活動させることで信頼関係を築かなければいけない

のに,それに反することばかりハイネはしてきたと批判していた。選挙結果もさることながら,

選挙後のこのような党内状況の方がゼンガ-の気持ちを憂欝にしていたO 「皇帝は去ったが,秤

軍達は残った」にならないためにも, 「将軍達」の入れ替えが必要ではないかとゼンガ-はかね

てからオレンハウア一に進言していたが(23)以下に見るように1957年11月以降,オレンハウ

ア-はこの方向に舵を切り替えてゆくのである。

1957年選挙後の党幹部会全体会議では,基本綱領制定に遇進し組織改革を限定的にしようとす

るオレンハウア-と,人事刷新・組織改革を最優先にし基本綱領制定に冷淡な「改革派」の綱引

きが続いていたo

spDを指導し決定する機関は党大会で選出される党幹部会(Parteivorstand)のみであるとい

う原則の堅持については,オレンハウア-も「改革派」も異論はなかった。対立が深刻で組織改

革の焦点となったのは,党幹部会を・どのように構成し機能させるかであった。

従来は党幹部会員全月が集まる機会が少なかったので,党規約に明確な規定があるのではない

のに,結果としてボンの党本部に常在している専従党官僚の有給党幹部会員に権力が集中してし

まったのである。 「改革派」の要求はこのような有給党幹部会員と,平均月1回の党幹部会全体会

議で発言できるだけの無給党幹部会員という党幹部会の二重構造が解消され,頻繁に集まって実

質的に党を指導できる機関として党幹部会が再編されることであったOその具体案作りをめぐっ

て議論は進行していった。

11月20日の党幹部会全体会議で大支部南ヘッセンのビルケルバッハは, ll-13人から成るr頻

繁に集まれる規模の小さい党幹部会」と40人程度の規模の「拡大党幹部会」の二つが必要ではな

いかと提案した。前者が党の新たな中心となるが,党を指導する幹部は本当の選挙で選ばれるべ

きで,.専従の党官僚がspDの政治的指導を掌握するようなことはあってはならないと主張し

た(24)

クネ-リンゲンはビルケルバッハ提案のLl頻繁に集まれる規模の小さい党幹部会」に賛成し:

それに常任幹事会(Prssidium)という名を当てた。常任幹事会は党幹部会の中に設置され常設-
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的に機能する最高機関で,有給党幹部会と連邦議会議員団の不適切な分離が解消されるように党

全体を代表するごく少数から構成されるべきであった。またクネ-リンゲンは副党首を2人にす

べきであると提案した(25)

この提案に対してオレンハウア-は,いつも党本部にいて党務に専念できる有給党幹部会員は

必要であるし,党常任幹事会案はそこに入れる党幹部会員とそれ以外の党幹部会月を差別するこ

とになるので好ましくないと反対はした。しかし注目すべき事に, 11月20日の会議ではじめてオ

レンハウア-は,現在の党機構がハノーファーのオデオン通りの時代,つまり連邦議会がない占

領初期, SpDが党幹部会以外に指導機関を持たなかった時代につくられたもので,改革の必要

があることを認めた。そして,様々な提案をふまえて党組織改革の方向を定め, 1958年5月の党

大会に向けて具体的組紋改革案を作成する委員会の設置を提案したのである。

そしてオレンハウアーは,この組織改革委員会を二つに分けた。一つは中央の党指導部の改革

案を作成する委員会,もう一つはそれ以外の組織問題を検討する委員会である。そして,前者の

メンバーとして,オレンハウア一,メリエス,ナオ,エルラー,シュミット,ヴェ-ナ一,ク

ネ-リンゲンの7名を提案し了承された(以下この党指導部改革委員会を「7人委員会」と略称

する)。そして,もう一つの,率直に言って成果をあまり期待されていなかった委員会(実際,

この委員会は地方組織を検討したが,シュトウツT.ガ)i,ト党大会に提案を出すには至らなかっ

た(26)¥にハイネ,クーキル,ルイ～ゼ・ア_)Lベルツ,ビルケルバッハ,ベクラー,フランケ,

オーリヒ,フイテイングホフの8人を入れたL271。-

ここで押さえておくべきは,専従党官僚の筆頭格であったハイネと組織問題担当ゐ有給党幹部

会員であったクーキルが党指導部組織改革に関する検討を許されない委員会に回され,この問題

を検討する「7人委員会」の多数派を「改革派」が占める提案をオレンハウア-自らが行ったこ

とである。 7人のうち有給党幹部会員は3人(オレンハウア-,メリエス,ナオ)だけであった。

1953年選挙敗北後の党改革要求を受けてオレンハウア-が設置した組織改革検討委員会ではクー

キルが委員長を務め,エルラー等の求めた抜本的組織改革運動はこの中で封じ込められていった

が(28) 1957年選挙後はオレンハウア-は同じ手法を用いようとはしなかったのである。

上記のような構成の「7人委員会」の設置提案は, 10月30日の議員団執行部選挙とボンに集ま

ってきた党内世論の動向を見て,ゼンガ-が勧めたような「将軍達の入れ替え」の方向にオレン

ハウア-が舵を切り替えたことを示唆していた。

(2)「7人委員会」提案-オレンハウア-と「改革派」の妥協

「 7人委員会」の討議経過と党指導部改革案が党幹部会全体会議に報告されたのは, 1958年3

月4日の党幹部会全体会議であった(29) 「7人委員会」で最初に討議されたのは二つの原則問題
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であったlo第一の問題は,二つの党大会の間,党を指導する最高機関は何かという問題であったO

これも;ついては, SPDを指導する最高機関は党幹部会であり,連邦議会議員団執行部も含めて

他のいかなる機関も党幹部会に代わるものではないという原則確認をして,もめることなく決着

した。

しかし,中央の党幹部会に部分的にでも州を単位とした代表が置かれるべきか否かという第二

の問題は,合意が形成されず退けられることになった。これはクネ-リンゲンが熱意を持ってい

た組織改革案であった。その骨子は,党大会ですべての党幹部会員を選ぶという党組織規約を変

更して, 11人(州の数)の党幹部会貞は実質的には州単位で地方組織が選べるようにすべきであ

るという意見であった。

西ドイツの連邦主義的憲法体制を踏まえ, SPDの地方組織を州単位で再編したうえで党中央

においてこれまでより強い発言力を持つような組織改革が行われるべきであるというのは,いか

にもバイエルン人クネ-リンゲンらしい構想であったが, 「バイエルン的」というよりは,抜本

的な党組織改革を真剣に指向した問題提起であった。というのは,オレンハウア-提案では中央

指導部改革と地方組織改革が別々の委員会で論じられることになっていたが,クネ-リンゲン構

想は両者の改革を連関させるべきであるという提案だったからである0

党再建後も大支部が地方組織の基本単位であったが,これは戦後再編された西ドイツの州の区

画に合わない歴史的境界区分が通例で,大支部-中支部-小支部というヒエラルキーによる組織硬

直化も深刻な問題を生んでいた。これらの問題に対処するため州単位で地方組織を再編すること

は,その必要性は叫ばれながらも,全体としては遅々として進んでいなかづた。

しかし,すべての党幹部会員は党大会でのみ選ばれるというのがSPDの血織原則であり,こ

の原則は州政治家を中央で排除することを意味しないと, 「7人委員会」ではクネ-リンゲン構

想は退けられてしまった。この案には「トロイカ」も支持をためらった模様で,かくして, 1958

年の党組織改革は,早い段階から地方組織改革とは完全に切り離されて,ボンの党指導部レベル

に止まるという限界を持ちつつ進行することになった。

党指導部改革の具体案の検討に入って,党幹部会の人数については,副党首を2人にした上で,

従来全部で30人であったところを33人に増やすことになった。その構成は,党首, _2人の副党首,

財務責任者(Schatzmeister), 4人の有給党幹部会月, 25人の無給党幹部会員であった。連邦法

全議員が党幹部会全体の三分の一を越えないように人数制限をすべきであるという提案が寄せら

れていたが, 「7人委員会」はこれを拒否した(30)書記長職の新設についても検討されたが, ・・官

僚主義を防ぎ,国際労働運動の誤りをドイツで繰り返してはならないとして否定された。.

党幹部会の選出方法については, 5回に分けて選出すると提案された。具体的には,党首,副

党首,財務責任者,上記以外の有給党幹部会員,無給党幹部会員の5回である。 「改革派」が攻
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撃の的としていた有給党幹部会員の特別枠を「7人委員会」は認めた。しかし,これは以下に述

べるように従来からの有給党幹部会員集団の存続ではなかった。

というのは,前年の秋には反対していた党常任幹事会設置をオレンハウア-は認め,これが

「7人委員会」提案の目玉となっていたからである。 33人から成る党幹部会は,人数の多さもあ

って頻繁には会議を開けないが,党常任幹事会は人数を放り込んで少なくとも週1回は機能的に

集まれるようにするO党幹部会と党常任幹事会の関係については, 「決定機関」はあくまで33人

からなる党幹部会であるが,その決定の「執行横間」として党幹部会の中に置かれるのが党常任

幹事会であると説明されていた。

問題は,常任幹事会の構成と選出方法であった。 「7人委員会」提案では,党大会で選出され

るのは33人の党幹部会員だけで,その中の誰が,また何人が党常任幹事会月となるかは,党大会

後に選ばれた党幹部会の互選で決めるとされていた。党常任幹事会月が党大会での直接選挙によ

って選ばれてしまうと,彼らが他の党幹部会員より優越することになりかねず,党幹部会で決定

を下す際に意見が対立したときに問題が生ずるかもしれなかった。党常任幹事会は決定機関であ

る党幹部会の中にある執行機関で,その上にある機関ではないのである。また,必要に応じて党

常任幹事会員の構成変更は次の党大会を待たずに柔軟に行えるようにするため,党常任幹事会員

は党大会選出にすべきではないと考えられたのである。

党幹部会を選ぶのは党大会に全権があり,党常任幹事会をどう構成するかは選ばれた党幹部会

に全権が委ねられるという認識において「7人委員会」に対立はなかったが,有給党幹部会員の

党常任幹事会への関与をどうするかという決定的な問題については意見の相違が残っていた。党

常任幹事会では,無給党幹部会員の人数が有給党幹部会員より多くなることが約束されてはいた

が,有給党幹部会員の関与の程度については暖味であった。

この間冠は,来るべき党大会で選ばれる党幹部会がその中から党常任幹事会構成員を決めると

きに決着がつけられるであろうと, 「7人委員会」では先送りされていた。たとえ有給党幹部会

員という専従党官僚の「特別枠」が残ったとしても, 「ト。_イカ」をはじめとして無給党幹部会

員が多数を占めて「改革派」主体となることが確実であり,頻繁に会合する党常任幹事会の新設

によって,従来は党の決定と執行を一手に牛耳ってきた有給党幹部会員集団は実質的に解体され

ることになるoエルラーが「7人委員会」提案の線でさし当たり可としたのはこの点を評価した

からであり(31)このような変革をもたらす党常任幹事会の設置に「7人委員会」提案の画期性

はあった。

党幹部会選挙で党首,副党首,財務責任者以外にも有給党幹部会員「特別枠」の存続を認めた

ことは, 「トロイカ」のオレンハウア一に対する譲歩であった。が,党常任幹事会の設置は,久

しくオレンハウア-がハイネ等と共に「党の伝統」を楯に拒否していた「改革派」の要求, 「政
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治と管理の分社」をオレンハウア-が認め,もはや有給党幹部会員集団を党幹部会決定の執行権

限を持つものと擁護しないことを明らかにしていた。

党常任幹事会が制度化されたのは1958年5月の党大会であったが,これは党組織改革に反対す

るオレンハウア一に「改革派」が党大会で押しつけたのではなかったOそうではなく,オレンハ

ウア-自らが設置した「7人委員会」において,彼と　仕口イカ」が妥協した共同提案として,

1958年3月には基本的構想が合意されていたことを押さえておくべきであろう。未解決の調整事

項は残っており,それをめぐる意見の対立は党大会の直前まで党幹部会の中に残り続け議論の応

酬はあったが, 「皇帝が残って将軍達が入れ替わる」方向で,オレンハウア-と「トロイカ」の

妥協と緊張をはらんだ協調関係が組織改革をめぐって形成されT=ことを示すのが,党常任幹事会

の設置を核とする「7人委員会」提案であった。

(3)「 7人委員会」提案に対する地方組織の反発

前節で触れたように,エルラーをはじめとしてオレンハウア-と直接交渉していた連邦議会議

員団の「トロイカ」は,これまでの有給党幹部会員集団の実質的解体につながる党常任幹事会設

置が実現できれば,さ.し当たり了とせざるを得ないと考えていたO　しかし地方組織の「改革派」

の中には,複雑な党組繊改革論争のプロセスで,党常任幹事会の設置が何を意味するのかについ

て誤解と混乱があり, 「トロイカ」の妥協に批判的な人々がいた。

たとえば,エルラーは1958年2月から3月にかけて, 「7人委員会」での討議が進行中の時,

ヘルマン・ブリルと党改革をめぐって意見交換をしていたが,プリルは党常任幹事会の設置が従

来の有給党幹部会員集団を中央集権的に強化して終わってしまうのではないかと危供の念を抱い

て早た。彼は,連邦議会議員団と党幹部会を一体化するような党常任幹事会の設置は,その頂点

にオレンハウアーを戴いたままでは,比較的自立性を保ってきた連邦議会議員団の党幹部会への

従鳳をむしろ強め, 「改革派」が求めている本質的な組織改革にはつながらないのではないかと

憂慮していた(32)プリルの懸念は杷菱であり,有給党幹部会員集団を実質的に解体できるとい

う党常任幹事会の設置意図を誤解していたのだが,有給党幹部会員の存続を認める「7人委貞

会」提案は,不徹底な組織改革案であると不満を抱く地方の急進的な「改革派」の意向を表して

いた。

これに対してエルラーは,どんなにすばらしい改革案でも党大会で多数を形成して通らなけれ

ば意味がないのであって,今回は党改革の第一歩として,党常任幹事会設置によって現在の有給

党幹部会員集団-党執行部を実質的に無力化することでさしあたり可としなければならないと理

解を求めていた(33)

しかし,専従党官僚が党幹部会選挙で選ばれずとも裏口から党幹部会に進入できるような組織
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改革をされないように気を付けなければいけないとシェトレが述べていたように(34)有給党幹

部会員集団に対する警戒と不信感には根強いものがあった。 「トロイカ」の妥協に批判的な急進

的「改革派」は,地方組織に少なからず存在していた。

「7人委員会」提案の概要が報告された1958年3月4 Hの党幹部会全体会議で,ハンブルク市

長のマックス・プラウア-は,官僚化した有給党幹部会員を押さえることが党改革論議の焦点だ

ったのに,その問題が解決された提案とは見なせないと不満を表明した。彼は党首と副党首以外

の有給党幹部会員がどこまで党常任幹事会に関与できるか暖味なままである点を問題にしたが,

ヘルマン・ファイトも,この提案では有給党幹部会員がまた党常任幹事会で権力を振る可能性が

排除できないと否定的に反応し,提案を練り直すように求めたO

プリルがエルラーに訴えたような懸念と不満は,地方組織に基盤を持つ無給党幹部会員にかな

り共有されていた。中でも最も強硬に「7人委員会」提案の一括承認に反対したのは,ビルケル

バッ)、であった.彼は党指導部の選挙を「7人委員会」提案のように5回に分けて行うのではな

く,党首と副党首以外の党幹部会員はまとめて1回の選挙で選ぶように要求した。つまり,党幹

部会員は有給・無給の分社選挙を行わず,同じ条件の競争選挙によって選ばれるべきであると提

案したのである。これはオレンハウア-が譲れない最後の一線であった。

箪論は紛糾し, 「7人委員会」提案を党幹部会提案として認めるか否かは評決で決せられた。

結局,最後まで異論を唱えて反対票を投じたのはビルケルバッハ一人で,あItはファイトが棄権

したが,残りは全員が「7人委員会」提案に賛成して3月4日の党幹部会全体会議は終わっ

た(35) 「トロイカ」は「7人委員会」提案に理解を求める側に回っていた。地方組織の支持をつ

なぎ止めていたオレンハウアーの反撃によって, 1953年選挙後の党改革運動が翌年の党大会で挫

折に追い込まれた苦い経験が,彼らの行動を抑制されたものにしていたのであろう。

しかし1958年党大会に向けては,地方組織のよりラディカルな「改革派」が「トロイカ」の安

協を不徹底な改革として,一層の党指導部改革・人事の刷新を求めてゆく。たとえばビルケルバ

ッハは,党幹部会全体会議で彼の提案が否決されても,来るべき党大会で動議を出すつもりであ

ると強い姿勢を示していた。彼は3月15日の大支部南ヘッセンの幹部会で3月4 E]の党幹部会全
′

体会議の模様を報告したが,有給党幹部会員と無給党幹部会員を分けて選挙するやり方にはあく

まで反対してシュトウツトガルト党大会に臨むという方針を確認していた(36)ビルケルバッハ

は翌年のゴーデスベルク党大会では基本綱領章案に反対の論陣を張ることになるが(37)この

「左派」の大立て者は「トロイカ」羊りも急進的な党組織改革を要求して働きかけを続けてゆく

のである(38)

(4)シュトウツトガルト党大会での決定
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「7人委員会」提案をベースにした党組織改革案のなかで,党常任幹事会の設置については大

きな異論はなかったが,党首選挙・副党首選挙・財務責任者選挙・上記以外の有給党幹部会員選

挙・無給党幹部会員選挙と, 5回に分けて党幹部会構成員の選挙を行うという選挙方法の可否を

めぐって議論は紛糾した。

キューンは,有給党幹部会を「特別自然保護地区」と抑輸して,党幹部会員は無給と有給の区

別をせずに同じ基準の競争選挙で選ばれるべきと提案した(39)ビルケルバッハをはじめとして

キューンを支持する地方組織代議員の発言が続いた後,流れを変えようとオレンハウアーが立ち,

キューンが「自然保護地区」という言葉を使って有給党幹部会員を批判したことに強い不快感を

示しつつ,熱弁を奮って党幹部会提案に理解を求めた。党幹部会提案の共同提案者として,エル

ラーとシュミットは沈黙を守っていたが,その後も分散選挙を否定する代議員が相次いだ。

結局,オレンハウア-の切々たる訴えは実らず, 「党幹部会は党首, 2人の副党首,財務責任

者,そして29人の党幹部会員から構成される」という動議が,賛成176,反対153,棄権が若干と

いう僅差ではあったが,採択されてしまった。また,党幹部会構成員の選挙は5回ではなく4回

(党首,副党首,財務責任者,その他の党幹部会員)に分けて行うという動議も賛成196,反対

140で採択された(40)

このルールに従って行われた党幹部会構成員選挙で,党首にオレンハウア-,副党首にクネ-

リンゲンとヴェ-ナ-,財務責任者にナオは党幹部会提案通りに遥出されたが(41)その他の党

幹部会員29人は初めて実質的な競争選挙で選ばれた。その結果,有給党幹部会員の中でアイヒ

ラーとクーキルは再選されたが,ハイネとゴットヘルプは落選した(42)

キューンの有給党幹部会批判,オレンハウア-の反論,それを退けての有給党幹部会員分離選

挙の否決,そしてハイネ等の落選は,この局面だけ切り取れば1957年秋の連邦議会議員団人事と

同じ「オレン)、ウア-の敗北」のように見える。

しかし,すでに見てきたように, 「1958年改革」の核である党常任幹事会の設置によって有給

党幹部会員集団が実質的に無力化されることは, 「7人委員会」の場で1958年3月にはオレンハ

ウア-と「トロイカ」によって合意されていた。ただ「トロイカ」とは異なり,オレンハウア-

は,党務に専念する有給党幹部会員がSPDには必要であり,彼らは誰がどの分野を担当するか

を代議員に示した上で党大会の投票で選ばれるべきであるという考えを放棄できなかった。とは

いえオレンハウアーも,党首・副党首・財務責任者を除く有給党幹部会員.(専従党官僚)は先常

任幹事会の正式メンバーにはしないという約束を党大会で行っrTいたのである(43)

つまり,専従有給党幹部会員の分離選挙が残されても彼らの権力失墜はすでに既定の方針とな

っており,党大会で分社選挙が貫徹されるか否かという問題は,党常任幹事会設置によって丁将

軍達を入れ替えて皇帝は残る」方向で進むことになっていた「1958年改革」の帰趨を左右する本
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質的問題ではもはやなかった。ただ注目すべきは,専従有給党幹部会員の分離選挙廃止は, 「ト

ロイカ」が連邦議会議員団を率いて実現したのではなく,中央の「議員団エリート」のオレンハ

ウア-との安協を了としない地方組織のよりラディカルな「改革派」の反乱であったということ

である。

シュトウツトガルト党大会で選ばれた計33人の党幹部会員は1958年6月,オレンハウア-,ヴ

ェ-ナ一,クネーリングン,ナオ,エルラー,シュミット,ダイスト(44)シャンツェンバッハ,

そしてシェトレの計9人を党常任幹事会員に選んだ。そしてこの9人は合議で,常任幹事会にお

ける管轄を申し合わせた(45)

党常任幹事会は党幹部会の決定を執行する機関で,従って党幹部会の中にあり,党幹部会の上

に立つ機関ではないと繰り返し説明されていた。しかし,党幹部会全体会議が月一度のままであ

ったのに対し,週一度のペースで集まる党常任幹事会は,時を経ずしてかつての有給党幹部会員

集団に相当するSPDの実質的最高機関として機能するようになっていた(46)

おわりに　-シュトウツトガルト党大会における組織改革の意義と限界

シュトゥットがルト党大会で実現した党組織改革の核は,有給党幹部会員集団の実質的解体を

意味する党常任幹事会の設置であったが,それは組織改革に抵抗するオレンハウア一に「トロイ

カ」を中心とする「改革派」が党大会で押しつけたものではなかった。そうではなくて,オレン

ハウア-の設置した「7人委員会」におけるオレンハウア-と「トロイカ」の相互妥協の帰結と

して, 1958年3月には党常任幹事会の基本的枠組みが合意されていたのである。この過程で,オ

レンハウア-と連邦議会議員団の「トロイカ」との「対抗的協調関係」が樹立され,シュトウツ

トガルト党大会に至っていた。

1958年党大会によって「死に体」となり「名目的な党首」にすぎなくなったと言われることの

多いオレンハウア-であるが, 「1958年改革」における彼の役割と位置づけはどのように評価さ

れるべきであろうか。

「改革派」対「党官僚」という二項対立的図式を強調する研究は,オレンハウア-を1958年党

大会で打倒される有給党幹部会員集団の頂点に置いて論ずるのが一般的で,従って,党改革全体

に対するオレンハウア-の貢献など最初から検討の対象から外れてしまう。しかし, 1957年連邦

議会選挙後の議員団執行部人事と1958年シュトウツトガルト党大会における決定を直線的に結び

つけ,オレンハウア-を伝統を墨守して党改革に抵抗し続け,シュトゥットガルト党大会で打倒

されてゆく有給党幹部会員集団の首領と位置付けるのは適切ではない0

構造的にみた場合, 「改革派」対「党官僚」の対立の核は, 「改革派」とハイネを筆頭とする専

従党官僚の間にあり,党首であると_同時に連邦議会議員団長でもあったオレンハウア-は,両者
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の中間に位置していたと考えるべきである。そして1957年選挙大敗後の危機の時にあって,中

間に位置していた党首の舵の取り方は,党改革がSpDの伝統との断絶を伴うものであったがゆ

えに,混乱や分裂の危機を伴った党改革となるか否かに,少なからぬ影響を与えた。

1957年10月末の議員団執行部選挙の結果は,確かにオレンハウア一にとって衝撃ではあったが,

それによって「改革派」がオレンハウア-を倒して勝利することが確実な流れになったと単純に

は言えない。攻勢に立ったとはいえ「改革派」の弱みは,党内多数を占める伝統主義者の支持を

なお失ってはいないオレンハウア-党首を解任して, 「トロイカ」の誰かが彼に取って代わるこ

となど実現不可能であったことである。ドイツ共産党幹部という「前歴」を持っていたヴェ-

ナ-も,インテリであって党務に献身する意欲など持ち合わせていなかったシュミットも, 「赤

旗を捨て去れ」と演説して伝統主義者の憤激を買っていたエ!レラーち,またベルリンでのフラン

ツ・ノイマンとの長年にわたる権力闘争に勝利を収めたばかりのプラントも, 1958年5月時点で

はオレンハウア-を押しのけて党首になることは現実的な選択肢の中になかった。

このような状況の中で, 「将軍達を入れ替えて皇帝は残る」方向での党組織改革が,オレンハ

ウア-と「改革派」の双方から模索されることになったOそれを示すのが1957年11月20日の党幹

部会全体会議でのオレンハウア一による「7人委員会」設置提案ゼあり,党大会直前ではなくて

1958年3月に両者の妥協により骨格が固まっていた「7人委員会」提案になる党常任幹事会の新

設であった。シュトウツトガルト党大会では,傷ついたとはいえ将軍達を入れ替えることによっ

て皇帝は残っていたのである(47)

1950年代のSPDは,もはやかつてのような「階級政党」ではなかったが,まだ新中間層が主

力となる「国民政党」にもなりきれていなかった(48)この危機の中にあってオレンハウア-は,

1933年以前のSPDにアイデンティティを感じる少なからぬ伝枕主義的一般党員(その多くはま

だ彼の背後にいた)と「改革派」の対立激化によってSPDが弱体化するような事態を招かず,

「改革派」と対抗的に協調しつつ, 「思慮疎い家父長」として党改革を全体として円滑に進める方

向に貢献したと言えるのではないだろうか。

シュトウ・y-トガルト党大会で戦後spD史における画期的な組織改革が実現したというのは通

常強調されるとおりであるが,最後にこの「1958年改革」の限界を確認しておきたい。この党大

会では,地方組織の意見を党中央が聞く機関として,従来の党委員会(Parteiausschu上1)に代ゎ

って党評議会(Parteirat)が設置されたO_しかし変わった点は党幹部会が決定を下す前に開かれ

ることになっただけで,党中央の決定に地方組織が実質的な関与をする制度的枠組みができたの

ではなかった。州を単位とした地方組織改革と中央指導部改革を連動させようという意図がク

ネ-リンゲンの提案にはあったが,それが早々に葬られることによって,通例「戦後spD史の

画期」と重視される1958年の組織改革はあくまで党中央レベルに止まり,地方組織との関係を合
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めた包括的な党組織改革は未完の課題として残っていたのである。

凡例

1本論文で用いる未刊行史料は,ドイツのボンにあるArchiv der sozialen Demokratie der Friedrich-

Ebert-Stiftung (Godesberger Allee 149, 53175 Bonn)に所蔵されている。個別の注にはAdsDと記す。書

簡については,孟出人, anに続けて受取人,日付の順序で記した。

2　注で用いた略号

prot. Sitzung=Protokoll der Sitzung　会誌議事録。なお,議事録にはKurzprotokollとあったり,正確な表

記は一様ではないが,本稿では便宜上SPD諸機関の会議議事録の注記は, Prot. Sitzungに統一する。

・NL=Nachlafl　関係文書

KK=Kontrollkommission　管理委員会

・PA=Parteiausschull　党委員会

PV=parteivorstand　党幹部会

・ pv・Protokoll=Protokolle der Parteivorstandssitzungen　党幹部会全体会読議事録o

なお党委員会や管理委員会メンバーを入れている場合は,党幹部会拡大全体会講と訳した。

Prot. des Parteitages der SPD 1958=Protokoll der Verhandlungen des Parteitages der Sozialdemokratischen

partei Deutschlands vom 18. bis 23. Mai 1958 in Stuttgart, Hannover-Bonn, O.J. 1958年党大会議事録

・Prot. des Parteitages der SPD 1959=Protokoll der Verhandlungen des AuBerordentlichen Parteitages der

Sozialdemokratischen Partei Deutschlands vom 13.-15 November 1959 in Bad Godesberg, Hannover-Bonn,

O.J. 1959年臨時党大会議事録
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り,労働組合や民間の研究機関が野党のSPD議員に専門知識を提供して支えるようになぅていた。

加えて, 1955年には議員団の各政策グループ(Arbeitskreis)ごとに,政策担当専門助手が公費で付
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(47)このことは,オレンハウア-の強いイニシアテイヴによって実現した, 1959年11月のゴーデスベルク

綱領制定過程の詳細な分析を通じて明確に示されるであろうO　この件については別稿を用意している。

(48)これに関しては,拙稿「1950年代前半のドイツ社会民主党の危機」を参照。
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